
平成２１年第１回景況調査結果について 

２ ０ ０ ９ 年 ２ 月 ２ ７ 日 

三 重 県 農 水 商 工 部 

   （財）三重県産業支援センター            

Ⅰ 調 査 要 領 

 

１．調査時点：２００９年 １月（下旬） 

 

２．調査対象：県内全域の企業１，０００社 

 

３．調査方法：ＦＡＸ及びインターネットによるアンケート調査 

 

４．回答状況：３５８社（有効回答率 ３５．８％） 

 

５．調査企業の産業、従業員数、地域別（県民センター別）内訳 

 

【産業別】 【従業員規模別】 

建設業 製造業
運輸・
通信業

卸・
小売業

金融・
保険業

サービ
ス業

合計 ～29人
30～
99人

100
人～

合計

86 287 65 267 22 273 1,000 530 217 253 1,000

42 106 25 76 13 96 358 156 90 112 358

11.7 29.6 7.0 21.2 3.6 26.8 100.0 43.6 25.1 31.3 100.0

 

【県民センター別】 
桑名 四日市 鈴鹿 津 松阪 伊勢 伊賀 尾鷲 熊野 合計

対象企業数 111 224 121 152 116 132 90 29 25 1,000

回答企業数 33 85 38 56 43 51 32 11 9 358

構成比（％） 9.2 23.7 10.6 15.6 12.0 14.2 8.9 3.1 2.5 100.0

（注）構成比等（％）については、小数点第2位を四捨五入しているため、合計が100％にならない場合があ

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）桑名県民センター （桑名市・いなべ市・木曽岬町・東員町） 

四日市県民センター（四日市市・菰野町・朝日町・川越町） 

鈴鹿県民センター （鈴鹿市・亀山市） 

津県民センター  （津市） 

松阪県民センター （松阪市・多気町・明和町・大台町） 

伊勢県民センター （伊勢市・鳥羽市・志摩市・玉城町・南伊勢町・度会町・大紀町) 

   伊賀県民センター  （伊賀市・名張市） 

   尾鷲県民センター  （尾鷲市・紀北町） 

  熊野県民センター  （熊野市・御浜町・紀宝町） 
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(２)平成２１年度の新規学卒者初任給 

平成21年度の新規学卒者初任給は高卒事務系において、「16-17万円未満」9.5%（34社）、「15-16万円未満」7.3%

（26社）、「14-15万円未満」3.6%（13社）の順になっています。 

平成21年度の新規学卒者初任給は高卒技術系において、「16-17万円未満」10.1%（36社）、「15-16万円未満」5.9%

（21社）、「17-18万円未満」3.4%（12社）の順になっています。 
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平成21年度の新規学卒者初任給は大卒（短大卒含む）事務系において、「19-20万円未満」7.3%（26社）、「18-19

万円未満」5.0%（18社）、「17-18万円未満」4.5%（16社）の順になっています。 

平成21年度の新規学卒者初任給は大卒（短大卒含む）技術系において、「20万円以上」7.3%（26社）、「19-20万

円未満」6.7%（24社）、「17-18万円未満」3.4%（12社）の順になっています。 
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 行政が行う企業支援についての自由意見 

 

新設の融資制度 

   〔主な意見〕 

・ 低利での雇用維持融資 

・ 省エネ機器、温暖化対策、新技術への幅広い補助金 

・ 低利融資 

・ 利子の補てん 

・ 連鎖倒産防止関係融資の強化 

・ 中小企業に対する銀行借入の保証拡大 

・ 担保、保証人なしで借りられる融資制度 

   

助成制度（補助金等） 

  〔主な意見〕 

・ 高齢者雇用維持補助金 

・ 休業助成金拡大 

・ 派遣→正社員化助成金 

・ 施設更新に対する助成 

・ 新規技術支援 

・ 環境に優しい設備購入時の補助 

・ 補助率アップ 

・ 求職者の雇用に対する幅広い助成 

・ 資格試験、受講費用の助成 

 

  雇用維持支援 

    〔主な意見〕 

・ 求人に応じた人材の確保や紹介、技術取得のための訓練 

・ 派遣社員から正社員へシフト時の一時支援助成金etc 

・ 売上減少に伴う賃金カット分の補填 

・ 雇用調整助成金 

・ 企業回復するまでの人件費の半額補助が有効である 

・ 高齢者、障害者等の雇用に対する補助金支給 

・ ワークシェアリングの推進、支援 

・ リストラを行わない企業に対して法人税を減額（長期的かつ正社員の割合が高い条件付きで） 

・ 他社転職時の支度金支給 

・ 求人に応じた人材の確保や紹介、技術習得のための訓練に対する支援 

 

その他 

   〔主な意見〕 

・ 社会保険料の負担増を軽減してほしい 

・ 雇用、給料の安定指導 

・ 社会福祉事業などへの雇用促進 

・ 酪農を取りまく改善（酪農家の高齢化、後継者の問題、経営基盤の充実、魅力づくり） 

・ 土木建設業から他業種への産業構造の変換 

・ 設備投資に対する助成 
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